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第一部【企業情報】 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

記載の金額については、消費税等を含んでいません。  
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 (注) １ 各期の連結子会社数及び持分法適用会社数は次のとおりです。 

２ 当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

いません。 

３ 平成24年10月１日を効力発生日として、普通株式１株を100株に分割し、１単元の株式の数を100株とする

単元株制度を採用しています。これに伴い、前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１

株当たり四半期（当期）純利益金額を算定しています。 

４ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載してい

ません。 

 当第１四半期連結累計期間において、当社グループが営む事業内容について、重要な変更はありません。 

 また、主要な関係会社に異動はありません。 

  

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第26期 

第１四半期 
連結累計期間 

第27期 
第１四半期 
連結累計期間 

第26期 

会計期間 
自 平成24年４月１日 
至 平成24年６月30日 

自 平成25年４月１日 
至 平成25年６月30日 

自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日 

営業収益  (百万円)  380,691  394,720  1,585,319

経常利益  (百万円)  99,596  128,484  328,099

四半期（当期）純利益 (百万円)  61,406  83,682  199,971

四半期包括利益又は包括利益 (百万円)  58,278  88,431  216,104

純資産額 (百万円)  1,411,422  1,635,310  1,557,972

総資産額 (百万円)  5,230,608  5,174,988  5,231,104

１株当たり四半期 

（当期）純利益金額 
(円)  312.03  425.22  1,016.12

潜在株式調整後１株当たり 

四半期（当期）純利益金額 
(円)  ―  ―  ―

自己資本比率 (％)  26.2  30.7  28.9

回次 
第26期 

第１四半期 
連結累計期間 

第27期 
第１四半期 
連結累計期間 

第26期 

連結子会社数  29  29  29

持分法適用会社数  2  2  2

２【事業の内容】
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 当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。  

  

 当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

(1) 業績の状況 

 当社グループは、事業の中核である鉄道事業における安全・安定輸送の確保を 優先に、一層のサービス充実を

図るとともに、社員の業務遂行能力の向上、設備の強化、設備投資を含めた業務執行全般にわたる効率化・低コス

ト化等の取組みを続け、収益力の強化に努めました。 

 東海道新幹線については、土木構造物の健全性の維持・向上を図るため、技術開発成果を活用して大規模改修工

事に着手しました。また、脱線・逸脱防止対策をはじめとする地震対策を引き続き推進するとともに、新型車両Ｎ

700Ａの投入及びＮ700Ａの機能を反映するためのＮ700系の改造工事を進めるなど、安全・安定輸送の確保と一層

の輸送サービスの充実に取り組みました。 

 在来線については、高架橋柱の耐震補強等の地震対策、落石対策、踏切保安設備改良等を計画的に推進しまし

た。 

 また、販売面では、エクスプレス予約等の会員数拡大・ご利用拡大に向けた取組みを引き続き推進するととも

に、営業施策の積極的な展開に取り組みました。 

 超電導磁気浮上式鉄道（以下「超電導リニア」という。）による中央新幹線については、第一局面として進める

東京都・名古屋市間の環境アセスメントについて、本年秋頃に公告予定の環境影響評価準備書の取りまとめに向け

て、引き続き現地調査等を進めました。また、環境アセスメントの手続きとは別に、地域特性に応じた内容等、中

央新幹線計画に対する理解を深めていただくため、中央新幹線計画の説明会を前年度に引き続き開催しました。 

 一方、山梨リニア実験線については、42.8kmへの延伸と設備更新が 終段階に入るとともに、新型車両Ｌ０系を

含めた各設備の機能調整試験を進めるなど、走行試験再開に向けた諸準備を着実に進めました。 

 海外における高速鉄道及び超電導リニアプロジェクトへの取組みについては、海外の政府機関や企業等に精通し

た米国の会社と提携し、絞り込みを行った対象路線における事業化に向けたマーケティング活動に取り組みまし

た。 

 鉄道以外の事業においては、ジェイアール名古屋タカシマヤについて商品力・販売力を高めるなど既存事業の強

化に努めるとともに、名古屋駅新ビル計画等のプロジェクトを着実に進めました。 

 さらに、経営体力の一層の充実を図るため、安全を確保した上で設備投資を含めた業務執行全般にわたる効率

化・低コスト化の徹底に取り組みました。 

 上記の結果、当第１四半期連結累計期間における全体の輸送実績（輸送人キロ）は、観光をはじめご利用が順調

に推移したことから、前年同期比2.7％増の141億４百万人キロとなりました。また、営業収益は前年同期比3.7％

増の3,947億円、経常利益は前年同期比29.0％増の1,284億円、四半期純利益は前年同期比36.3％増の836億円とな

りました。 

 これをセグメントごとに示すと次のとおりです。 

運輸業 

 東海道新幹線については、土木構造物の健全性の維持・向上を図るため、技術開発成果を活用して大規模改修工

事に着手しました。また、脱線・逸脱防止対策をはじめとする地震対策に取り組んだほか、新幹線車両の全般検査

（オーバーホール）を担う浜松工場について、耐震性向上等を目的とするリニューアル工事を推進しました。さら

に、新型車両Ｎ700Ａの投入及びＮ700Ａの機能（中央締結ブレーキディスク、定速走行装置の搭載等）を反映する

ためのＮ700系の改造工事を推進するとともに、お客様のご利用の多いのぞみ停車駅への新型可動柵及び新幹線全

駅への喫煙ルームの設置工事を進めるなど、安全・安定輸送の確保と一層の輸送サービスの充実に取り組みまし

た。 

 在来線については、高架橋柱の耐震補強等の地震対策、落石対策、踏切保安設備改良等を計画的に推進するとと

もに、平成21年10月の台風18号により大きな被害を受け現在もバス代行輸送を実施している名松線(家城駅～伊勢

奥津駅間)について、自治体の治山事業・水路整備事業の進捗を踏まえて鉄道復旧工事に着手しました。 

第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

２【経営上の重要な契約等】

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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 販売面については、エクスプレス予約や、既にお持ちのクレジットカードで東海道新幹線のネット予約とＩＣ乗

車サービスをご利用いただけるプラスＥＸサービスの会員数拡大・ご利用拡大に向けた取組みを引き続き推進しま

した。また、ＴＯＩＣＡについては、本年３月から全国相互利用サービスを開始するとともに、電子マネー加盟店

舗の拡大等に取り組みました。さらに、式年遷宮に向けて盛り上がりをみせる伊勢神宮をはじめ、京都・奈良、東

京等の観光資源を活用した各種キャンペーンや、これと連動した旅行商品の設定や拡充等、営業施策の積極的な展

開に取り組みました。 

 当第１四半期連結累計期間における輸送実績（輸送人キロ）は、観光をはじめご利用が順調に推移したことか

ら、東海道新幹線は前年同期比3.1％増の117億７千７百万人キロ、在来線は前年同期比0.6％増の23億２千７百万

人キロとなりました。 

 バス事業においては、競争激化等の状況も踏まえ、安全の確保を前提に業務の効率化等を進めました。 

 上記の結果、当第１四半期連結累計期間における営業収益は前年同期比1.9％増の3,067億円、営業利益は前年同

期比22.6％増の1,406億円となりました。 

 また、運輸業の大部分を占める当社の鉄道事業の営業成績は次のとおりです。 

(注) 旅客運輸収入の新幹線及び在来線区分は、旅客輸送計数により区分しています。また、旅客輸送人員の合計につ

いては、新幹線、在来線の重複人員を除いて計上しています。 

流通業 

 流通業においては、ジェイアール名古屋タカシマヤについて、魅力ある品揃えの充実やお客様のニーズを捉えた

サービスの提供等により、収益力の強化に努めました。 

 上記の結果、当第１四半期連結累計期間における営業収益は前年同期比0.6％増の522億円、営業利益は前年同期

比20.5％増の19億円となりました。 

不動産業 

 不動産業においては、名古屋駅新ビル（仮称）の建設工事を安全かつ円滑に進めるとともに、テナントリーシン

グに取り組みました。また、「東京駅一番街」、「キュービックプラザ新横浜」など駅の商業施設において、イベ

ント等の販売促進策によりお客様の拡大に取り組みました。 

 上記の結果、当第１四半期連結累計期間における営業収益は前年同期比2.8％増の160億円、営業利益は前年同期

比4.6％増の41億円となりました。 

  

区分 単位 

前第１四半期累計期間 
(自 平成24年４月１日  
 至 平成24年６月30日) 

当第１四半期累計期間 
(自 平成25年４月１日  
 至 平成25年６月30日) 

新幹線 在来線 合計 新幹線 在来線 合計 

営業日数 日  91  91  91  91  91  91

営業キロ キロ  552.6  1,418.2  1,970.8  552.6  1,418.2  1,970.8

旅 
客 
輸 
送 
人 
員 

定期 千人  3,739  66,841  69,964  3,738  67,258  70,388

定期外 千人  32,728  32,829  63,235  33,708  33,188  64,492

計 千人  36,467  99,670  133,199  37,446  100,446  134,880

旅客輸送人キロ 百万人キロ  11,425  2,312  13,737  11,777  2,327  14,104

旅 
客 
運 
輸 
収 
入 

旅 
客 
運 
賃 
・ 
料 
金 

定期 百万円  4,269  8,739  13,008  4,325  8,730  13,055

定期外 百万円  255,093  15,838  270,931  263,308  16,064  279,373

計 百万円  259,362  24,577  283,940  267,634  24,794  292,428

小荷物運賃・ 

料金 
百万円  ―  5  5  ―  3  3

合計 百万円  259,362  24,582  283,945  267,634  24,797  292,431
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その他 

 ホテル業においては、お客様の志向にあった商品設定、高品質なサービスの提供、販売力強化に努めました。 

 旅行業においては、式年遷宮に向けて盛り上がりをみせる伊勢神宮をはじめ、京都・奈良、東京等の各方面へ向

けた観光キャンペーン等と連動した魅力ある旅行商品を積極的に販売するとともに、インターネットを活用した販

売に努めました。 

 鉄道車両等製造業においては、鉄道車両や建設機械等の受注・製造に努めました。 

 上記の結果、当第１四半期連結累計期間における営業収益は前年同期比20.0％増の465億円、営業損失は３億円

となりました。 

 

(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

(3) 研究開発活動 

 当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、67億円となりました。 

 なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 (注) １ 発行済株式は、各証券取引所の市場第一部に上場しています。 

２ 権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であり、単元株式数は100株です。 

 該当事項はありません。 

  

    該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

  

 当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式  824,000,000

計  824,000,000

種類 
第１四半期会計期間末 

現在発行数(株) 
(平成25年６月30日) 

提出日現在発行数(株) 

(平成25年８月７日) 

上場金融商品取引所名 
又は登録認可金融商品 

取引業協会名 
内容 

普通株式  206,000,000  206,000,000
名古屋証券取引所 

東京証券取引所 
（注２） 

計  206,000,000  206,000,000 ― ― 

(2) 【新株予約権等の状況】

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

(4) 【ライツプランの内容】

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式 
総数残高 
(株) 

資本金増減額 

(百万円) 

資本金残高 

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金 
残高 

(百万円) 

平成25年４月１日～

平成25年６月30日 
―  206,000,000 ―  112,000 ―  53,500

(6) 【大株主の状況】
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  当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載することが

できないことから、直前の基準日（平成25年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしています。 

①【発行済株式】 

(注) １ 証券保管振替機構名義の株式2,600株（議決権26個）は、「完全議決権株式（その他）」欄の株式数及び議

決権の数に含まれています。 

２ 当第１四半期会計期間末日現在、発行済株式総数は206,000,000株、当社が保有する自己株式数は8,999,056

株です。 

②【自己株式等】 

 (注) 当第１四半期会計期間末日現在、当社が保有する自己株式数は8,999,056株です。  

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。 

  

(7) 【議決権の状況】

  平成25年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） 

（自己保有株式） 

普通株式     8,999,000
― ― 

（相互保有株式） 

普通株式        22,000
― ― 

完全議決権株式（その他） 普通株式   196,971,300     1,969,713 ― 

単元未満株式 普通株式         7,700 ― ― 

発行済株式総数            206,000,000 ― ― 

総株主の議決権 ―  1,969,713 ― 

  平成25年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義 
所有株式数

(株) 

他人名義 
所有株式数

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株)  

発行済株式総数 
に対する所有 

株式数の割合(％) 

（自己保有株式） 

東海旅客鉄道株式会社 

名古屋市中村区名駅一丁目 

１番４号 
 8,999,000 ―  8,999,000  4.37

（相互保有株式） 

株式会社交通新聞社 

東京都千代田区麴町六丁目

６番地 
 17,000 ―  17,000  0.01

（相互保有株式） 

関東分岐器株式会社 

東京都中央区日本橋本町四

丁目12番20号 
 5,000 ―  5,000  0.00

計 ―  9,021,000 ―  9,021,000  4.38

２【役員の状況】
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１  四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内

閣府令第64号）に基づいて作成しています。 

２  監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成25年４月１日か

ら平成25年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成25年４月１日から平成25年６月30日まで）に係る

四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けています。 

  

第４【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
(1) 【四半期連結貸借対照表】 

（単位 百万円）

前連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成25年６月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 59,838 47,634

受取手形及び売掛金 45,091 41,773

未収運賃 29,680 26,259

たな卸資産 50,610 50,129

繰延税金資産 26,717 25,989

その他 70,106 48,945

貸倒引当金 △40 △35

流動資産合計 282,003 240,696

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 1,615,239 1,589,054

機械装置及び運搬具（純額） 274,684 267,713

土地 2,359,272 2,359,095

建設仮勘定 340,608 356,442

その他（純額） 30,838 28,480

有形固定資産合計 4,620,643 4,600,787

無形固定資産 22,046 22,092

投資その他の資産   

投資有価証券 115,146 121,044

繰延税金資産 174,813 172,864

その他 16,564 17,615

貸倒引当金 △113 △111

投資その他の資産合計 306,410 311,412

固定資産合計 4,949,101 4,934,291

資産合計 5,231,104 5,174,988
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（単位 百万円）

前連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成25年６月30日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 69,827 52,916

短期借入金 26,643 32,708

1年内償還予定の社債 55,000 20,000

1年内返済予定の長期借入金 102,828 101,716

1年内に支払う鉄道施設購入長期未払金 103,450 103,450

未払法人税等 80,273 44,409

賞与引当金 26,802 15,726

その他 192,674 157,201

流動負債合計 657,498 528,130

固定負債   

社債 961,100 971,002

長期借入金 526,334 520,786

鉄道施設購入長期未払金 891,285 891,285

新幹線鉄道大規模改修引当金 350,000 341,250

退職給付引当金 209,736 211,048

その他 77,176 76,175

固定負債合計 3,015,632 3,011,547

負債合計 3,673,131 3,539,678

純資産の部   

株主資本   

資本金 112,000 112,000

資本剰余金 53,500 53,500

利益剰余金 1,435,445 1,508,292

自己株式 △103,155 △103,155

株主資本合計 1,497,790 1,570,637

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 15,508 19,617

繰延ヘッジ損益 18 2

その他の包括利益累計額合計 15,526 19,619

少数株主持分 44,654 45,053

純資産合計 1,557,972 1,635,310

負債純資産合計 5,231,104 5,174,988
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（2）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
  【四半期連結損益計算書】 
  【第１四半期連結累計期間】 

（単位 百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年６月30日) 

営業収益 380,691 394,720

営業費   

運輸業等営業費及び売上原価 ※1  218,669 ※1  204,830

販売費及び一般管理費 40,072 42,087

営業費合計 258,741 246,917

営業利益 121,949 147,802

営業外収益   

受取利息 37 25

受取配当金 951 964

受取保険金 67 113

その他 522 567

営業外収益合計 1,579 1,671

営業外費用   

支払利息 8,043 7,069

鉄道施設購入長期未払金利息 15,034 13,364

その他 854 554

営業外費用合計 23,932 20,989

経常利益 99,596 128,484

特別利益   

工事負担金等受入額 109 286

固定資産売却益 356 819

その他 3 137

特別利益合計 469 1,244

特別損失   

固定資産圧縮損 9 274

固定資産除却損 215 211

その他 66 20

特別損失合計 292 505

税金等調整前四半期純利益 99,774 129,222

法人税等 37,623 44,564

少数株主損益調整前四半期純利益 62,151 84,658

少数株主利益 744 975

四半期純利益 61,406 83,682
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  【四半期連結包括利益計算書】 
  【第１四半期連結累計期間】 

（単位 百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年６月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 62,151 84,658

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △3,777 3,805

繰延ヘッジ損益 △83 △32

持分法適用会社に対する持分相当額 △11 △0

その他の包括利益合計 △3,872 3,773

四半期包括利益 58,278 88,431

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 57,751 87,774

少数株主に係る四半期包括利益 526 656
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（税金費用の計算） 

 当社においては、当事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税

引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しています。 

  

１ 超電導リニアの技術開発促進を目的とする公益財団法人鉄道総合技術研究所の長期借入金に係る連帯債務額は次

のとおりです。 

  

２ 社債、鉄道施設購入長期未払金の債務履行引受契約及び債務引受契約に係る偶発債務は次のとおりです。 

  

３ 取引金融機関と締結している貸出コミットメントの総額と借入未実行残高は次のとおりです。 

【注記事項】

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（四半期連結貸借対照表関係）

  
前連結会計年度 

（平成25年３月31日） 
当第１四半期連結会計期間 
（平成25年６月30日） 

  百万円 20,846 百万円 20,065

  
前連結会計年度 

（平成25年３月31日） 
当第１四半期連結会計期間 
（平成25年６月30日） 

  償還・支払期限  偶発債務金額 償還・支払期限 偶発債務金額 

社債       

 第１回普通社債 平成26年２月21日 百万円 20,000 平成26年２月21日 百万円 20,000

 第２回普通社債 平成28年４月25日  29,000 平成28年４月25日  29,000

 第３回普通社債 平成29年10月30日  49,800 平成29年10月30日  49,800

 第４回普通社債 平成30年10月31日  29,900 平成30年10月31日  29,900

 第５回普通社債 平成32年１月28日  49,800 平成32年１月28日  49,800

鉄道施設購入長期未払金 
平成25年７月31日～ 

平成29年１月31日 
 290,726

平成25年７月31日～ 

平成29年１月31日 
 290,726

計    469,226    469,226

  
前連結会計年度 

（平成25年３月31日） 
当第１四半期連結会計期間 
（平成25年６月30日） 

 貸出コミットメントの総額 百万円 100,000 百万円 100,000

 借入実行残高  ―  ―

 借入未実行残高  100,000  100,000
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※１ 運輸業等営業費及び売上原価に含まれる新幹線鉄道大規模改修引当金の繰入額及び取崩額は次のとおりです。 

 当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していません。なお、第１四半期

連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は次のとおりです。 

(注) のれんの償却額については、重要性がないため、記載を省略しています。 

前第１四半期連結累計期間（自 平成24年４月１日 至 平成24年６月30日） 

 １ 配当金支払額 

  

 ２ 株主資本の金額の著しい変動 

 平成24年４月26日開催の取締役会決議に基づき、平成24年５月７日に自己株式90,000株を消却し、当該自己株式

の帳簿価額102,212百万円を利益剰余金から減額しました。 

  

当第１四半期連結累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年６月30日） 

   配当金支払額 

 (注) 平成24年10月１日を効力発生日として、普通株式１株を100株に分割し、１単元の株式の数を100株とする単元株

制度を採用しています。１株当たり配当額については、当該株式分割を踏まえた額を記載しています。 

  

（四半期連結損益計算書関係）

  
前第１四半期連結累計期間 
（自  平成24年４月１日 
至  平成24年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自  平成25年４月１日 
至  平成25年６月30日） 

繰入額 百万円 8,333 百万円 ―

取崩額  ―  △8,750

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

  
前第１四半期連結累計期間 
（自  平成24年４月１日 
至  平成24年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自  平成25年４月１日 
至  平成25年６月30日） 

 減価償却費 百万円 57,036 百万円 53,739

（株主資本等関係）

決議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり 
配当額 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成24年６月22日 

定時株主総会 
普通株式 百万円9,850 円5,000 平成24年３月31日 平成24年６月25日 利益剰余金 

決議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり 
配当額 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成25年６月21日 

定時株主総会 
普通株式 百万円10,835 円55 平成25年３月31日 平成25年６月24日 利益剰余金 
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 前第１四半期連結累計期間（自 平成24年４月１日 至 平成24年６月30日） 

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  

（単位 百万円）

 (注) １ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ホテル業、旅行業、広告業、 

     鉄道車両等製造業及び建設業等を含んでいます。 

 ２  セグメント利益の調整額914百万円は、セグメント間取引消去です。 

 ３ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っています。  

  

 当第１四半期連結累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年６月30日） 

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  

（単位 百万円）

 (注) １ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ホテル業、旅行業、広告業、 

     鉄道車両等製造業及び建設業等を含んでいます。 

 ２  セグメント利益又は損失の調整額1,321百万円は、セグメント間取引消去です。 

 ３ セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っています。  

  

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

  運輸業 流通業 不動産業 
その他 
(注１) 

計 
調整額 
(注２) 

四半期連結

損益計算書

計上額 

(注３) 

売上高               

外部顧客への売上高  298,269  49,650  9,329  23,442  380,691  ―  380,691

セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
 2,742  2,268  6,288  15,346  26,645  △26,645  ―

計  301,011  51,919  15,617  38,788  407,336  △26,645  380,691

セグメント利益  114,769  1,631  4,006  626  121,035  914  121,949

  運輸業 流通業 不動産業 
その他 
(注１) 

計 
調整額 
(注２) 

四半期連結

損益計算書

計上額 

(注３) 

売上高               

外部顧客への売上高  304,011  50,379  9,554  30,774  394,720  ―  394,720

セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
 2,759  1,830  6,502  15,780  26,873  △26,873  ―

計  306,771  52,209  16,056  46,555  421,593  △26,873  394,720

セグメント利益又は 

損失（△） 
 140,675  1,965  4,192  △353  146,480  1,321  147,802
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 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は次のとおりです。 

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していません。 

２ 平成24年10月１日を効力発生日として、普通株式１株を100株に分割し、１単元の株式の数を100株とする単

元株制度を採用しています。これに伴い、前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当

たり四半期純利益金額を算定しています。  

  

 該当事項はありません。  

  

該当事項はありません。 

（１株当たり情報）

  
  

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成24年４月１日 
至 平成24年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成25年４月１日 
至 平成25年６月30日） 

１株当たり四半期純利益金額   円03銭 312 円 銭 425 22

（算定上の基礎）       

四半期純利益金額 (百万円)  61,406  83,682

普通株主に帰属しない金額 (百万円)  －  －

普通株式に係る四半期純利益金額 (百万円)  61,406  83,682

普通株式の期中平均株式数 (株)  196,799,380  196,799,374

（重要な後発事象）

２【その他】
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

  

 該当事項はありません。 
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 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東海旅客鉄道

株式会社の平成２５年４月１日から平成２６年３月３１日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成２５年４

月１日から平成２５年６月３０日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成２５年４月１日から平成２５年６月３０日ま

で）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書

及び注記について四半期レビューを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任  

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。 

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東海旅客鉄道株式会社及び連結子会社の平成２５年６月３０日現在の

財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ

ての重要な点において認められなかった。 

  

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  独立監査人の四半期レビュー報告書  

    平成２５年８月６日 

東 海 旅 客 鉄 道 株 式 会 社 
  
 取 締 役 会 御 中 

    

  有限責任監査法人 トーマツ  

  
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 北 村 嘉 章  ㊞ 

  
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 水 野 裕 之  ㊞ 

  
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 河 嶋 聡 史  ㊞ 

 （注） １ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半

期報告書提出会社）が別途保管しています。 

２ 四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 



【表紙】

【提出書類】 

  

確認書 

  

【根拠条文】 

  

金融商品取引法第24条の４の８第１項 

  

【提出先】 

  

関東財務局長 

  

【提出日】 

  

平成25年８月７日 

  

【会社名】 

  

東海旅客鉄道株式会社 

  

【英訳名】 

  

Central Japan Railway Company 

  

【代表者の役職氏名】 

  

代表取締役社長 山 田 佳 臣 

  

【 高財務責任者の役職氏名】 

  

該当事項はありません。 

  

【本店の所在の場所】 

  

愛知県名古屋市中村区名駅一丁目１番４号 

  

【縦覧に供する場所】 東海旅客鉄道株式会社東海鉄道事業本部（注） 

（名古屋市中村区名駅一丁目３番４号） 

  

東海旅客鉄道株式会社東海鉄道事業本部静岡支社 

（静岡市葵区黒金町４番地） 

  

東海旅客鉄道株式会社新幹線鉄道事業本部 

（東京都千代田区丸の内一丁目９番１号）  

  

東海旅客鉄道株式会社新幹線鉄道事業本部関西支社 

（大阪市淀川区宮原一丁目１番１号） 

  

株式会社名古屋証券取引所 

（名古屋市中区栄三丁目８番20号）  

  

株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）  

  

(注) 東海鉄道事業本部は、法定の縦覧場所ではありませんが、投資者の 

  便宜を考慮して、縦覧に供する場所としています。  



 当社代表取締役社長山田佳臣は、当社の第27期第１四半期（自 平成25年４月１日 至 平成25年６月30日）の四

半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。 

  

 特記すべき事項はありません。 

  

１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２【特記事項】




